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１ 一般会計・特別会計歳入歳出決算 

19,390 18,157 18,417 

25,075 

29,629 

19,217 17,977 18,233 

23,007 

29,335 

16,000
17,000
18,000
19,000
20,000
21,000
22,000
23,000
24,000
25,000
26,000
27,000
28,000
29,000
30,000
31,000
32,000
33,000
億円

年度

19,675 

18,538 
19,026 

27,010 

32,710 

予算現額

図１ 一般会計 予算現額及び歳入歳出決算額の推移
歳入決算額 歳出決算額

※億円未満切捨て表示 1
330 R1 2H29

図２ 一般会計 形式収支額及び実質収支額

28,000

29,000

30,000
億円

29,335

29,629

歳入決算額

歳出決算額

実質収支額
83億円

翌年度へ
繰り越すべき財源
２１０億円

形式収支額
293億円

※億円未満切捨て表示 2
歳入 歳出
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＊ 実質収支額＝形式収支額（歳入決算額－歳出決算額）－翌年度へ繰り越すべき財源 

＊ 単年度収支額＝本年度実質収支額－前年度実質収支額 

図３-１ 一般会計 実質収支額及び単年度収支額の推移

63 49 36
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12 △ 14 △ 12
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△ 100
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H29 30 R1 2 3

億円

年度

実質収支額 単年度収支額

特殊要素金額（新型コロナウイルス感染症対
策に係る国交付金の歳入超過分） ２５億円

特殊要素を除いた
R３年度実質ベースの額
実質収支額 ５７億円
単年度収支額 ４億円

特殊要素を除いた
R２年度実質ベースの額
実質収支額 ５３億円
単年度収支額 １６億円

３※億円未満切捨て表示、特殊要素については記者発表時点の決算見込みにおける数値

△637

4

5753 16
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県税

1兆2,538億円

地方譲与税

1,487億円

地方特例交付金

47億円
地方交付税

2,033億円

交通安全対策特別交付金

13億円

分担金及び負担金

8億円

使用料及び手数料

292億円

国庫支出金

7,546億円

財産収入

51億円

寄附金

4億円

繰入金

333億円

繰越金

2,068億円

諸収入

314億円
県債

2,889億円

図４ 一般会計 歳入決算額

5※億円未満切捨て表示

2兆9,629
億円

合 計

県税

1兆2,538億円

使用料及び

手数料

292億円

その他自主財源

2,780億円

図５ 自主財源と依存財源

6

地方譲与税

1,487億円

地方交付税

2,033億円

国庫支出金

7,546億円

県債

2,889億円

その他依存財源

60億円

依存財源
47.3％

自主財源
52.7％

※金額は億円未満切捨て、割合は表示単位未満を四捨五入して表示

2兆9,629
億円

合 計
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図６ 一般会計 財源別歳入決算額の推移

8,000 04,00012,00016,000

32.0%

27.7%

29.1%

47.9%

自主財源 依存財源

52.7%

52.1%

68.0%

72.3%

70.9%

億円

その他

県 税

億円

地方譲与税

地方交付税

その他

国庫支出金

7

0.6ポイント
の増

0.6ポイント
の減

年度

※金額は億円未満切捨て、割合は表示単位未満を四捨五入して表示

歳入決算額

25,075

18,157

18,417

19,390

29,629

47.3%

H29

30

R1

2

3

使用料及び手数料

県債

地方消費税

4,187億円

33.4％

個人県民税

3,564億円

28.4％

法人事業税

2,649億円

21.1％

法人県民税

234億円

1.9％

自動車税

955億円

軽油引取税

394億円

不動産取得税

230億円
その他の税 322億円

法人二税
計2,884億円

23.0％
8

図７ 県税決算額

※億円未満切捨て表示、割合は表示単位未満を四捨五入して表示

４つの税目で
８割以上

当初 予 算 額: １兆１,４２５億円
最 終 予 算 額: １兆２,５１６億円
決 算 額: １兆２,５３８億円

1兆2,538
億円
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9

県税決算額の前年度対比

令和２年度 １兆１,７９２億円
＋ ７４６億円

令和３年度 １兆２,５３８億円

税 目 対前年度増減 主な増減理由

個人県民税 ＋１２８億円
・企業収益の回復による配当の増や好調な株取引を反映して
増収になったことなどによる
（配当割及び株式等譲渡所得割）

法人県民税
法人事業税 ＋ ９５億円

・３年３月期の上場企業の決算が、新型コロナウイルス感染
症のまん延による停滞から回復した世界経済の影響を受け､
製造業を中心に増益決算となったことなどによる

地方消費税 ＋５２６億円
・元年10月の税率引上げ（1.7％→2.2％）などによる
（譲渡割）

・原油高や円安の影響により増収となったことなどによる
（貨物割）

そ の 他 △ ４億円 ・不動産取得税が減収となったことなどによる

※億円未満切捨て表示

10

図８ 県税収入の推移

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

H3 11 13 15 18 19 26 27 28 29 30 R1 2 3

億円

33.4%

12,538

23.0% 法人二税

地方消費税

個人県民税

その他の税

年度

実質収入額

28.4%

12,980
(過去最高)

10,992

※億円未満切捨て表示、割合は表示単位未満を四捨五入して表示

県 税 ①

地方譲与税等 ②

税 交 付 金 等 ③

年 度

実質収入額（①＋②－③）

（単位　億円）

H3 11 13 15 18 19 26 27 28 29 30 R1 ２ ３

10,930 8,824 10,130 8,801 10,658 12,805 11,082 12,531 12,455 12,980 11,876 11,536 11,792 12,538

434 37 32 31 1,671 32 1,522 1,387 1,193 1,238 1,397 1,372 1,322 1,487

1,287 1,682 1,832 1,552 1,712 1,833 1,677 2,346 2,121 3,797 2,544 2,240 2,705 3,034

10,077 7,179 8,330 7,280 10,617 11,004 10,927 11,572 11,527 10,422 10,728 10,668 10,409 10,992

国からの
税源移譲

26年４月
５％→８％へ

消費税率引上げ

指定都市への
税源移譲

元年10月
８％→10％へ

消費税率引上げ

景気変動による増減収
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令和３年度 １２３億円
令和２年度 １６４億円

＜主な減少理由＞
新型コロナウイルス感染症の影響等により

納税が困難な方に対する猶予制度の終了によ
る（納期限がＲ２.２.１～Ｒ３.２.１ のもの
に適用）

個人県民税・

法人二税以

外の税目

45億円

個人県民税・

法人二税以

外の税目

40億円

個人県民税・

法人二税以

外の税目

37億円

法人二税

6億円

法人二税

46億円

法人二税

11億円

個人県民税

83億円

個人県民税

77億円

個人県民税

74億円

0

50

100

150

R1 2 3

億円 164

11

図９ 収入未済額の状況

※億円未満切捨て表示

135

123

△ ４１ 億円
(法人二税 △ ３５億円)

年度

市町村が賦課徴収

県が賦課徴収

212

146

279

83
77

74

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

300

H8 9 10 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3

所得税から個人住民税への
税源移譲による増

12

図10 個人県民税の収入未済額の推移
億円

年度

※億円未満切捨て表示

＜収入未済額圧縮のための取組＞
・差押不動産の市町村との「共同公売」
・県から市町村への「短期派遣」
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

地方譲与税 地方交付税 国庫支出金 県債

億円

R1 2   3

図11 県税以外の主な歳入決算額の推移

398億円の増

617億円の増

823億円の増
164億円の増

13※億円未満切捨て表示

R1 2   3 R1 2   3 R1 2   3 年度

県税以外の主な歳入決算額の増減理由

14※億円未満切捨て表示

地方譲与税 164億円の増

地方交付税 823億円の増

国庫支出金 617億円の増

県債 398億円の増

全国的な企業収益の持ち直しにより、国から配分される特別法人事業
譲与税が増加したことによる

国の令和３年度補正予算（第１号）に伴い、地方交付税総額が増額さ
れたことを受け、追加交付が行われたことなどによる

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の増などによる

臨時財政対策債の増などによる
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図12-１ 県債の新規発行額の推移

0
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2,000
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H29 30 R1 2 3

億円

年度

臨時財政対策債

その他の県債 2,491

15※金額は億円未満切捨て、割合は表示単位未満を四捨五入して表示

1,788

2,889

1,877

2,095

2,177
（75.4%）

1,200
（63.9%） 1,228

（68.7%）

1,056
（50.4%）

1,036
（41.6%）

1,039677 711559 1,454

398億円の増

1,141億円の増

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

H24 25 26 27 28 29 30 R1 2 3

臨時財政対策債

その他の県債

年度

億円

57.3％

図12-２ 県債の年度末現在高の推移

42.7％

16

19,245

14,332

※金額は億円未満切捨て、割合は表示単位未満を四捨五入して表示

35,06135,67736,01136,43836,09735,108
33,57833,57234,322 33,766
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図15 職員定数の推移

50

60

70

80
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100
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H910 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30R1 2 3

指数

年度

教員 警察官 行政職員 知事部局職員

（平成９年度＝100）

（注１）教員は、県立学校の校長及び教員並びに市町村立学校教職員を合わせた職員数

117.0

56.3

62.9

警察官

行政職員

教員

（注２）行政職員は、職員全体から警察官と教員を除いた職員数

知事部局職員 56.3

19※指数は表示単位未満を四捨五入して表示

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H29 30 R1 2 3 年度

その他の経費

投資的経費

公債費

扶助費

人件費

億円

図16 性質別歳出決算額の推移

その他の
経費

20※億円未満切捨て表示

12,981 19,068

6,086億円の増

補助費等の増など

29,33519,217 17,977 18,233 23,007

6,328億円の増
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図17 一般会計 歳出決算額の推移

総務費

民生費

衛生費

商工費

土木費

警察費

教育費

公債費

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

H29 30 R1 2 3

億円

年度

その他

21※億円未満切捨て表示

1,974億円の増

399億円の減

4,410億円の増

190億円の増

歳出決算額の推移の主な増減理由

22※億円未満切捨て表示

総務費 1,974億円の増
地方交付税の後年度精算に備えた財政基金への積立てや、新型コロナウ
イルス感染症対応地方創生臨時交付金返納金が増加したことなどによる

民生費 399億円の減

新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金返納金が増加したことな
どによる

商工費 4,410億円の増
新型コロナウイルス感染症への対応に伴う事業者への協力金などの事
業費が増加したことなどによる

衛生費 190億円の増

新型コロナウイルス感染症への対応に伴う介護従事者への慰労金の支給
終了などにより事業費が減少したことなどによる
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公衆衛生費

2,288億円

環境衛生費

10億円

保健所費

2億円

医薬費

1,620億円

病院費

144億円

合 計
4,065億円

25※億円未満切捨て表示

図18-３ 一般会計歳出決算額の款別内訳 衛生費

※ 金額の多い
主な事業を記載

後期高齢者医療定率負担金
708億円

新型コロナウイルス
感染症対策費

204億円

感染症病床確保支援事業費
1,251億円

国民健康保険事業会計繰出金
465億円

商工総務費

5,091億円

工業費

50億円

商工金融費

128億円

合 計
5,271億円

26※億円未満切捨て表示

図18-４ 一般会計歳出決算額の款別内訳 商工費

※ 金額の多い
主な事業を記載

中小企業制度融資
事業費補助

88億円

中小企業等支援
給付金事業費

45億円

中小企業・小規模企業
再起支援事業費補助

58億円

感染症拡大防止協力金事業費
4,913億円
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特 別 会 計

1 市町村自治振興事業会計
2 公債管理特別会計
3 公営競技収益配分金等管理会計
4 地方消費税清算会計
5 災害救助基金会計
6 恩賜記念林業振興資金会計
7 林業改善資金会計
8 水源環境保全・再生事業会計
9 沿岸漁業改善資金会計

10 介護保険財政安定化基金会計
11 母子父子寡婦福祉資金会計
12 国民健康保険事業会計
13 地方独立行政法人

神奈川県立病院機構資金会計
14 中小企業資金会計
15 県営住宅事業会計

28
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図19 特別会計 予算現額及び歳入歳出決算額の推移

12,523 

20,352 
20,580 

21,265 

21,691 

12,383 

20,080 

20,433 

20,913 

21,560 

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

24,000

H29 30 R1 2 3

億円

年度

歳入決算額 歳出決算額

21,213
20,651

12,434

20,270

21,687

予算現額

29※億円未満切捨て表示

図20 特別会計 会計別決算額

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

22,000

歳入 歳出

億円
公債管理特別会計 地方消費税清算会計 国民健康保険事業会計 その他

地方消費税清算会計

公債管理特別会計
27.9%

35.3%

30

34.7%
国民健康保険事業会計

※割合は表示単位未満を四捨五入して表示

7,476億円

7,604億円

6,017億円

7,552億円

7,619億円

6,017億円

34.8%

35.1%

27.7%

97.7％ 97.9％
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000
億円

歳入 歳出

6,017 6,017

図21 公債管理特別会計

公債費
6,017億円

繰入金
4,356億円

財産収入
67億円

31※億円未満切捨て表示

県債
1,593億円

借替債

一般会計
繰入金など

元利償還金、
満期一括償還元金
への積立金など

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

億円
7,619 7,604

地方消費税
収入

3,748億円

歳出歳入
32

図22 地方消費税清算会計

地方消費税
清算金収入
3,846億円

※億円未満切捨て表示

地方消費税
清算金

3,407億円

一般会計
繰出金

4,187億円

実質収入額
2,140億円

市町村への
交付金

2,046億円

地方消費税徴収
取扱費負担金

10億円
繰越金
24億円

他県からの
清算金収入

国からの
払込み

他県への
清算金支出

国への徴収
取扱費負担金前年度から

の繰越金
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2,347

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
億円

歳入 歳出

7,552 7,476

図23 国民健康保険事業会計

33※億円未満切捨て表示

前期高齢者
交付収入など

国民健康保険
事業費

7,335億円

分担金及び
負担金

2,395億円

国庫支出金
1,965億円

繰入金
564億円

諸収入
2,347億円

繰越金
279億円

保険給付費等
交付金など

国民健康保険
事業費納付金

療養給付費等
負担金など

積立金
141億円
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２ 財産の状況 

 

 

 

図24 財産の種類

公有財産 行政財産

普通財産

物品

債権

基金 ・直接、特定の行政目的に
利用されない

（行政財産以外）

・県が直接利用
（事務庁舎など）

・一般共同利用
（公園、図書館など）

土地・建物、
有価証券・出資による権利など

34

10,421 10,415 10,413 10,345 10,345

192 215 220
219 219

9,000

9,500

10,000

10,500

11,000

H29 30 R1 2 3

行政財産 普通財産

図25 公有財産(土地)の推移

土 地（ 山 林 含 む ）

年度

万㎡

10,56410,613 10,630

35※万㎡未満切捨て表示

0.2万㎡の減

10,633 10,564

0.4万㎡の増行政財産の普通財産への
区分変更による

野川団地の売払など
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666 662 664
653 653

16
13 12

12 13

600

650

700

750

H29 30 R1 2 3

行政財産 普通財産

図26 公有財産(建物)の推移

万㎡

年度

676
682

666

建 物

36※万㎡未満切捨て表示

677

665

芹が谷やまゆり園の新築など

0.9万㎡の増

行政財産の普通財産への
区分変更による

0.2万㎡の増

図27 公有財産(有価証券・出資による権利)の推移

216 216 206 206 206

1,631 
1,684 

1,738 1,734 
1,728 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H29 30 R1 2 3

億円

年度

有価証券 出資による権利

37※億円未満切捨て表示

5億円の減

公益財団法人都道府県センター
（被災者生活再建支援基金）の
減など
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図28 債権の推移

425 407 398 383 365

1,079 1,041 993 947 920 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

H29 30 R1 2 3

億円

年度

一般会計 特別会計

38※億円未満切捨て表示

27億円の減

18億円の減

地方独立行政法人神奈川県立病院機構
資金貸付金の返納など

高等学校奨学資金貸付金の返納など

基金
1 かながわ新型コロナウイルス感染症医療・福祉応援基金

2 かながわボランタリー活動推進基金21

3 神奈川県新型コロナウイルス感染症対応地方創生基金

4 神奈川県財政基金

5 神奈川県県債管理基金

6 災害救助基金

7 神奈川県消費者行政活性化基金

8 神奈川県ホストタウン等新型コロナウイルス感染症対策基金

9 神奈川県環境保全基金

神奈川県気候変動対策基金

かながわトラストみどり基金

神奈川県水源環境保全・再生基金

かながわ森林基金

14 神奈川県森林環境譲与税基金

15 神奈川県農業構造改革支援基金

16 神奈川県安心こども基金

17 神奈川県介護保険財政安定化基金

18 南方諸地域戦没者追悼沖縄神奈川の塔整備基金

19 神奈川県地域医療介護総合確保基金

20 神奈川県国民健康保険広域化等支援基金

21 神奈川県後期高齢者医療財政安定化基金

22 神奈川県国民健康保険財政安定化基金

23 かながわペットのいのち基金

24 神奈川県県営住宅事業基金

25 神奈川県まなびや基金

26 神奈川県奨学金基金

39

10

11

12

13
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図30 主な基金の前年度対比

7,944 9,139 

0

2,000

4,000

6,000

8,000
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678 2,334 

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

1,655億円の増

神奈川県財政基金 神奈川県県債管理基金億円 億円

令和２年度 令和３年度

41※億円未満切捨て表示

1,194億円の増

県債償還（満期一括）の財源
とするための積立など

交付税精算分の積立など
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